
伊藤泰人  社会保険労務士法人アンブレラ  代表社員
〒190-0012　東京都立川市曙町2-34-13-6F
☎042-595-6103　https://umbrella.or.jp

伊
藤
氏
に
よ
る「
特
撰
助
成
金
」の

案
内
。
本
誌
に
掲
載
以
外
の
助
成
金

も
紹
介
し
て
い
る
。（Kindle

版
）

転換形態 受給金額

有期→正規 80万円（40万円×2期）

無期→正規 40万円（20万円×2期）

措置内容 有期→正規 無期→正規

①正社員転換制度を新たに規定して転換 20万円

②多様な正社員制度（★）を新たに規定して転換 40万円

③派遣労働者を派遣先で正社員として直接雇用 28万5,000円

④対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父
9万5,000円 4万7,500円

⑤人材開発支援助成金の訓練終了後

⑥自発的職業能力開発訓練または定額制訓練終了後 11万円 5万5,000円

キャリアアップ助成金（正社員化コース） ＊中小企業の場合

加算助成金 ＊①②は1事業所1回、③〜⑥は対象労働者1人当たり。

＊「正規」には多様な正社員（★）を
含む。　

＊1事業所1年度20人まで。（同一対
象者の2回目の申請を除く）

★ 勤務地限定・職務限定・短時間正社員をいう。　

令
和
６
年
度
、雇
用・労
働
の

助
成
金
の
目
玉
は
こ
れ
だ
。

Vol.175

以
前
は
57
万
円（
ま
た
は
28
万
５
，０
０

０
円
）だ
っ
た
の
で
、大
幅
な
増
額
だ
。

　

加
え
て
、24
年
度
は
加
算
助
成
金
が
拡

充
。
正
社
員
転
換
制
度
を
新
た
に
規
定
し

て
転
換
す
る
と
、初
回
に
20
万
円
プ
ラ
ス

さ
れ
る
。
ま
た
、多
様
な
正
社
員
制
度
を

新
た
に
規
定
し
て
転
換
す
る
と
、さ
ら
に

40
万
円
プ
ラ
ス
さ
れ
る
。

 

「
育
児
休
業
が
終
わ
っ
た
ら
短
時
間
勤
務

に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、正

社
員
転
換
制
度
と
短
時
間
正
社
員
制
度
を

併
せ
て
導
入
し
、育
休
を
と
っ
た
非
正
規

社
員
を
短
時
間
正
社
員
に
転
換
す
れ
ば
、

合
計
60
万
円
の
加
算
が
受
け
ら
れ
ま
す
」

　

ほ
か
に
も
派
遣
で
来
て
い
る
人
を
正
社

員
と
し
て
直
接
雇
用
す
る
と
、１
人
当
た

り
28
万
５
，０
０
０
円
上
乗
せ
さ
れ
る
な

ど
加
算
助
成
金
が
充
実
し
て
い
る
が
、申

請
時
に
は
注
意
が

必
要
だ
と
語
る
。

 

「
正
社
員
と
非
正

規
社
員
の
賃
金
の

違
い
を
、就
業
規
則

等
で
明
確
に
定
め

て
お
か
な
け
れ
ば

い
け
ま
せ
ん
。
こ

の
助
成
金
で
い
う

正
社
員
に
は
、毎
年

昇
給
が
あ
り
、賞
与

ま
た
は
退
職
金
を

支
給
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、転
換
前
後
の

６
カ
月
で
賃
金
総

額
が
３
％
以
上
増

加
し
て
い
る
こ
と

も
要
件
に
な
っ
て

い
ま
す
」

　

経
営
者
の
関
心
が
高
い
厚
生
労
働
省
の

助
成
金
。
要
件
を
満
た
し
、申
請
手
続
き

に
問
題
が
な
け
れ
ば
受
給
で
き
る
の
が

メ
リ
ッ
ト
で
す
。し
か
し
、助
成
金
は
70
種

類
以
上（
コ
ー
ス
含
む
）も
あ
り
選
択
に

迷
う
の
も
確
か
で
す
。

　

そ
こ
で
、年
間
１
，０
０
０
社
を
超
え
る

企
業
の
助
成
金
申
請
を
行
っ
て
い
る
専
門

の
社
会
保
険
労
務
士
、伊
藤
泰
人
先
生
に
、

２
０
２
４（
令
和
６
）年
度
の
お
す
す
め
助

成
金
ベ
ス
ト
３
を
聞
き
ま
し
た
。

 

「
私
が
助
成
金
を
推
奨
す
る
ポ
イ
ン
ト

は
、コ
ス
ト
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
で
す
」と

伊
藤
氏
は
選
択
の
前
提
を
明
か
す
。
こ
こ

で
い
う
コ
ス
ト
と
は
、要
件
の
難
易
度
と

申
請
に
か
か
る
手
間
。
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

は
受
給
金
額
を
指
す
。

 

「
要
件
が
難
し
過
ぎ
ず
、申
請
も
あ
ま
り

面
倒
で
な
く
、そ
れ
に
比
べ
て
受
給
金
額

が
大
き
い
助
成
金
が
ね
ら
い
目
で
す
」

　

こ
の
観
点
で
伊
藤
氏
が
ま
ず
取
り
上
げ

る
の
が「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
」の

「
正
社
員
化
コ
ー
ス
」。（
下
図

参
照
）

　

非
正
規
社
員
を
正
社
員
に
転
換
す
る

と
、１
人
当
た
り
80
万
円（
ま
た
は
40
万

円
）、１
年
度
に
20
人
ま
で
助
成
さ
れ
る
。

　

さ
ら
に
、就
業
規
則
等
に
正
社
員
の
試

用
期
間
の
規
定
が
入
っ
て
い
る
と
、「
有

期
→
正
規
」で
は
な
く
「
無
期
→
正
規
」と

見
な
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
と
い
う
。

 

「
そ
の
回
避
の
た
め
、試
用
期
間
の
条
文

に『
非
正
規
社
員
か
ら
転
換
す
る
場
合
は

適
用
し
な
い
』な
ど
と
付
け
加
え
ま
し
ょ

う
。
こ
の
機
会
に
、中
途
採
用
の
際
は
試

用
期
間
を
設
け
る
の
で
は
な
く
、い
っ
た

ん
有
期
契
約
で
雇
用
す
る
よ
う
に
変
え
た

ほ
う
が
良
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
ね
」

　　

伊
藤
氏
が
次
に
勧
め
る
の
は「
両
立
支

援
等
助
成
金
」。
そ
の
中
の「
育
休
中
等
業

務
代
替
支
援
コ
ー
ス
」と「
柔
軟
な
働
き

方
選
択
制
度
等
支
援
コ
ー
ス
」に
注
目
す

る
。
い
ず
れ
も
以
前
は「
育
児
休
業
等
支

援
コ
ー
ス
」内
の
項
目
だ
っ
た
が
、コ
ー

ス
と
し
て
独
立
の
上
、内
容
も
拡
充
さ
れ

経営者の皆様に、次への視野（スコープ）を。
毎月、かんぽ生命がお届けします。

非
正
規
社
員
を

正
社
員
に
転
換
す
る
。

育
児
が
し
や
す
い

勤
務
体
制
を
整
え
る
。

緊急
レポート



受給ケース 受給金額（主なもの）

❶手当支給等
（育児休業）

●業務体制整備経費：5万円
●業務代替手当：支給額の3/4 ＊上限10万円/月、12カ月まで

❷手当支給等
（短時間勤務）

●業務体制整備経費：2万円
●業務代替手当：支給額の3/4 ＊上限3万円/月、子が3歳になるまで

❸新規雇用
（育児休業） 最短7日以上14日未満：9万円〜最長6カ月以上：67万5,000円

補助対象 補助率

1年以上事業を実施している事業場
において、高年齢労働者（役員・派
遣労働者を除く）の身体機能の低下
を補う設備・装置の導入、その他の
労働災害防止対策に要する経費

（工事の施工・機器の購入など）

補助率：1/2

上限：100万円
（消費税を除く）

柔軟な
働き方に

関する制度

●フレックスタイム制/時差出勤制度　●育児のためのテレワーク等
●短時間勤務制度　●保育サービスの手配・費用補助制度
●子の養育を容易にするための休暇制度/法を上回る子の看護休暇制度

受給金額
●制度を2つ導入し、利用者あり：20万円/人
●制度を3つ導入し、利用者あり：25万円/人

B 両立支援等助成金

C エイジフレンドリー補助金
　（高年齢労働者の労働災害防止対策コース）

育休中等業務代替支援コース

柔軟な働き方選択制度等支援コース

＊1事業主1年度❶〜❸の合計で10人まで。初回の対象者が出てから5年間支給。
＊対象者が有期雇用労働者の場合、❶〜❸に10万円加算（代替期間1カ月以上の場合のみ）。

＊1事業主1年度5人まで。

た
。（
左
図
B
参
照
）

　

前
者
の「
育
休
中
等
業
務
代
替
支
援

コ
ー
ス
」は
、育
児
休
業
や
育
児
の
た
め

の
短
時
間
勤
務
を
行
う
社
員
の
仕
事
を
カ

バ
ー
す
る
た
め
に
、他
の
社
員
に
手
当
を

支
払
っ
た
り
、代
替
要
員
を
新
た
に
雇
っ

た
り
し
た
場
合
に
助
成
さ
れ
る
。

 

「
３
つ
の
受
給
ケ
ー
ス
の
中
で
、特
に
活

用
度
が
高
い
と
思
わ
れ
る
の
は
❸
新
規

雇
用
」と
伊
藤
氏
は
語
る
。
女
性
社
員
が

育
児
休
業
を
と
る
場
合
、１
年
超
に
及
ぶ

こ
と
も
多
い
だ
ろ
う
。
そ
の
際
に
代
替
要

員
を
６
カ
月
以
上
雇
用
す
る
と
67
万
５
，

０
０
０
円
受
給
で
き
る
。
１
年
度
❶
〜
❸

を
合
わ
せ
て
10
人
ま
で
対
象
に
な
る
。

 

「
育
休
の
社
員
が
担
っ
て
い
た
業
務
を
新

人
で
は
代
替
す
る
こ
と
が
難
し
い
な
ら
、

社
内
の
別
な
人
が
代
替
し
、そ
の
人
の
代

わ
り
を
雇
う
、い
わ
ば〝
玉
突
き
〟も
Ｏ
Ｋ

で
す
。
代
替
要
員
は
パ
ー
ト
社
員
で
も
派

遣
社
員
で
も
い
い
の
で
、ま
ず
非
正
規
で

採
用
し
、６
カ
月
以
上
雇
用
後
に
正
社
員

転
換
す
れ
ば
、前
述
の『
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
助
成
金
・
正
社
員
化
コ
ー
ス
』を
併
せ

て
受
給
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
」

　

後
者
の「
柔
軟
な
働
き
方
選
択
制
度
等

支
援
コ
ー

ス
」
は
、
24

年
5
月
31
日

に
公
布
さ
れ

た
「
改
正
育

児
・
介
護
休

業
法
」に
よ

る
義
務
化
を

先
取
り
す
る

も
の
だ
※
１
。

　

小
学
校
入

学
前
の
子
を

養
育
す
る
社

員
※
２
の
た
め

に
、「
柔
軟
な

働
き
方
に
関

す
る
制
度
」

を
２
つ
ま
た

は
３
つ
導
入

し
、
利
用
者

が
生
じ
た
場

合
に
、
１
人

当
た
り
20
万
円
ま
た
は
25
万
円
、1
年
度

５
人
ま
で
助
成
さ
れ
る
。

 

「
取
り
組
み
や
す
い
の
は
、フ
レ
ッ
ク
ス

タ
イ
ム
ま
た
は
時
差
出
勤
、
テ
レ
ワ
ー

ク
、短
時
間
勤
務
で
し
ょ
う
。
た
だ
し
、こ

れ
ら
の
制
度
を
新
た
に
就
業
規
則
等
に
規

定
す
る
こ
と
が
要
件
で
す
。
実
態
と
し
て

す
で
に
運
用
し
て
い
て
も
就
業
規
則
等
に

明
文
化
さ
れ
て
い
な
い
な
ら
申
請
可
能
な

の
で
、こ
の
機
会
に
制
度
と
し
て
整
備
す

る
こ
と
も
検
討
し
ま
し
ょ
う
」

　

な
お
、「
両
立
支
援
等
助
成
金
」の
申
請

に
は
、次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に

基
づ
く
一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
策
定
・

届
け
出
が
必
要
に
な
る
が
、
伊
藤
氏
は

「
そ
ん
な
に
難
し
く
あ
り
ま
せ
ん
よ
」と

助
言
す
る
。

　

そ
し
て
、伊
藤
氏
が
３
つ
目
に
勧
め
る

の
は
「
エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー
補
助
金
」

の「
高
年
齢
労
働
者
の
労
働
災
害
防
止
対

策
コ
ー
ス
」。（
下
図
C
参
照
）

　

60
歳
以
上
の
社
員
が
安
全
に
働
け
る
た

め
の
取
り
組
み
に
対
し
て
、か
か
っ
た
費

用
の
２
分
の
１（
上
限
１
０
０
万
円
）が

助
成
さ
れ
る
。

 

「
名
称
は〝
補
助
金
〟で
す
が
、厚
生
労
働

省
の
管
轄
で
す
。
床
の
つ
ま
ず
き
や
滑
り

の
防
止
工
事
、休
憩
室
へ
の
エ
ア
コ
ン
設

置
、
パ
ワ
ー
ア
シ
ス
ト
ス
ー
ツ
の
購
入
、

業
務
用
車
両
へ
の
踏
み
間
違
い
防
止
装
置

の
導
入
な
ど
、高
齢
社
員
の
労
災
防
止
に

役
立
つ
対
策
に
幅
広
く
活
用
で
き
ま
す
」

※1 公布日から1年6カ月以内の政令で定める日に施行。詳しくは厚生労働省のWebページ「育児・介護休業法について」を参照。
※2 3歳未満の子を養育する社員を対象に加える場合は、就業規則等にその旨を規定する必要がある。ただし、短時間勤務制度は3歳未満の子を養育する社員は対象外。
＊掲載の助成金の詳細は、厚生労働省のWebページ「事業主の方のための雇用関係助成金」、および「「労働条件等関係助成金」のご案内」の中の該当ページをご覧ください。
＊実際の申請に当たっては、社会保険労務士などの専門家にご相談ください。

　

こ
の
コ
ー
ス
は
、労
災
保
険
に
加
入
す

る
60
歳
以
上
の
社
員
が
１
人
で
も
い
れ
ば

要
件
を
満
た
す
。
所
定
労
働
時
間
が
週
20

時
間
未
満
の
嘱
託
社
員
や
ア
ル
バ
イ
ト
も

対
象
だ
。
相
見
積
も
り
不
要
で
、見
積
書

１
通
だ
け
で
申
請
で
き
る
の
で
簡
便
だ

が
、審
査
結
果
が
出
る
前
に
工
事
の
契
約

や
機
器
の
購
入
を
行
っ
て
は
い
け
な
い
。

 

「
逆
に
、万
一
不
採
択
に
な
っ
て
も
、ま
だ

契
約
・
購
入
し
て
い
な
い
の
で
損
失
は
生

じ
ま
せ
ん
。
こ
の
よ
う
に
使
い
勝
手
の
良

い
補
助
金
で
す
が
、申
請
期
間
が
毎
年
５

月
〜
10
月
と
短
い
の
が
難
点
で
す
。
９
月

に
予
算
が
な
く
な
る
年
度
も
あ
り
ま
す
の

で
、来
年
の
５
月
の
受
け
付
け
開
始
に
向

け
て
準
備
す
る
の
も
良
い
で
し
ょ
う
」

　

な
お
、24
年
度
は「
転
倒
防
止
や
腰
痛

防
止
の
た
め
の
ス
ポ
ー
ツ
・
運
動
指
導

コ
ー
ス
」も
新
設
さ
れ
て
い
る
。

（2024.8.4）

高
年
齢
社
員
の

労
災
事
故
を
防
ぐ
。

（注）
記事中に記載の法令や制度等は取材当時のもので、将来変更されることがあります。詳細につきましては、各専門家にご相談いただきますようお願いいたします。
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